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新宮市告示第 90 号 

 

 

新宮市緊急通報システム事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

新宮市緊急通報システム事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

   

 

令和８年８月 19 日 

 

新宮市長 上田 勝之 
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新宮市緊急通報システム事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

新宮市緊急通報システム事業実施要綱（平成17年新宮市告示第43号）の一部を次のよう 

に改正する。 

(1) 次の表中、改正後の欄の項又は号に対応する改正前の欄の項又は号が存在しない場

合にあっては、当該改正後の欄の項又は号を加える。 

(2) 次の表中、改正前の欄の号に対応する改正後の欄の号が存在しない場合にあっては、

当該改正前の欄の号を削る。 

(3) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が

引かれた字句に改める。 

(4) 次の表中、改正後の欄の下線が引かれた字句に対応する改正前の欄の下線が引かれ

た字句が存在しない場合にあっては、当該改正後の欄の下線が引かれた字句を加える。 

(5) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句に対応する改正後の欄の下線が引かれ

た字句が存在しない場合にあっては、当該改正前の欄の下線が引かれた字句を削る。 

改正後 改正前 

（目的） （趣旨） 

第１条 この要綱は、一人暮らし高齢者に対して、緊急通報

装置（以下「装置」という。）を貸与することにより、急

病や事故等の緊急時の通報を容易にするとともに、迅速か

つ適切な対応を可能とし、もって社会福祉の増進に資する

ことを目的とする。 

第１条 この要綱は、一人暮らし高齢者及び身体障害者等に

対し、緊急通報装置（以下「装置」という。）を貸与する

ことにより、火災災害、救急救助等の緊急時の通報を容易

にし、迅速かつ適正な対応を図ることにより、その社会福

祉の増進に資するものとする。 

（対象者） （対象者） 

第２条 緊急通報システム（以下「システム」という。）を

利用することができる者は、次の各号のすべての要件に該

当するものとする。 

第２条 緊急通報システム（以下「システム」という。）を

利用することができる者（以下「対象者」という。）は、

市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和42年法律第81

号）の規定に基づき本市の住民基本台帳に記載されてお

り、利用可能な固定電話を有し、市民税非課税世帯に属す

る者で、次の各号のいずれかの要件を備えているものとす

る。ただし、熊野川町区域に居住する者を除く。 

(１) 市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和42年法

律第81号）の規定に基づき、本市の住民基本台帳に記載

されている者 

(１) 65歳以上の一人暮らし世帯又はこれに準ずる世帯

に属する高齢者 

(２) 単身世帯又はこれに準ずる世帯に属する65歳以上 (２) 一人暮らしの身体障害者世帯又はこれに準ずる世
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改正後 改正前 

の者で、現に一人暮らしをしている者 

(３) 使用可能な固定電話を有する者 

(４) 市民税非課税世帯に属する者 

帯に属する身体障害者 

２ 前項において、世帯状況は申請日を基準とし、市民税課

税状況については申請日が属する年度中の４月１日から

６月30日までは前年度分の市民税を、７月１日から３月31

日までは当年度分の市民税を基準とする。 

２ 前項において、世帯状況は申請日を基準とし、市民税課

税状況については申請日が属する年度中の４月１日から

６月30日までは前年度分の市民税を７月１日から３月31

日までは当年度分の市民税を基準とする。 

（装置の内容） （システムの内容） 

第３条 装置は、次の要件を備えているものとする。 第３条 対象者が使用できるシステムは、次の要件を備えて

いるものとする。 

(１)・(２) (略)  (１)・(２) (略)  

（事業の委託） （事業の委託） 

第４条 市長は、この事業の実施に当たり、事業を法人に委

託するものとする。 

第４条 市長は、この事業の実施に当たり、事業の一部を法

人に委託するものとする。 

（事業の遂行） （事業の遂行） 

第５条 市長は、事業の目的を達成するため、前条の規定に

より事業の実施を委託された者（以下「受託者」という。）

と密接な連携を図り、事業の円滑な遂行に努めるものとす

る。 

第５条 市長は、事業の目的を達成するため、民生児童委員、

福祉委員、地域包括支援センター及び前条の規定により事

業の実施を委託された者（以下「受託者」という。）と密

接な連携を図り、事業の円滑な遂行に努めるものとする。 

（決定） （決定） 

第７条 市長は、前条の申請を受理したときは、システム利

用の可否を審査し、その結果を緊急通報システム利用決定

通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとす

る。 

第７条 市長は、前条の申請を受理したときは、当該申請者

の生活状況等を調査の上、システム利用の可否を審査し、

その結果を緊急通報システム利用決定通知書（様式第２

号）により、申請者に通知するものとする。 

（費用負担） （費用負担） 

第９条 利用者は、システムの利用に要する経費の一部（以

下「自己負担額」という。）として、その居住地に応じ、

次に掲げる額を受託者に支払わなければならない。 

第９条 利用者は、装置の使用に要する経費のうち、次に掲

げる費用を負担するものとする。 

(１) 熊野川町の居住者 月額300円 (１) 電話の使用料 

(２) 熊野川町以外の居住者 月額500円 (２) 装置の修繕料（利用者の故意又は重大な過失による

ものに限る。） 

 (３) 月額500円の使用料 
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改正後 改正前 

２ 市長は、システムの利用に要する経費から、前項の自己 

負担額を控除した額を受託者に支払うものとする。 

３ 第１項に規定する自己負担額のほか、次に掲げる経 

費は利用者の負担とする。 

 (１) 電話の使用料 

 (２) 装置の修繕料（利用者の故意又は重大な過失によ 

るものに限る） 

 

（利用の取消し） （利用の取消し） 

第12条 市長は、次の各号のいずれかに該当したときは、シ

ステムの利用を取り消し、緊急通報システム利用取消通知

書（様式第４号）により利用者に通知し、装置を返還させ

るものとする。 

第12条 市長は、次の各号のいずれかに該当したときは、本

装置の利用を取り消し、緊急通報システム利用取消通知書

（様式第４号）により、利用者に通知し、装置を返還させ

るものとする。 

(１)・(２) (略) (１)・(２) (略)  

（帳簿の設置と事業報告） （帳簿の設置と事業報告） 

第13条 受託者は、利用者に対するサービス提供記録等必要

な書類を備え付けるものとし、毎月提供したサービス利用

回数等を記録の上、翌月10日までに市長に報告するものと

する。 

第13条 受託者は、利用者に対するサービス提供記録等必要

な書類を備え付けるものとし、毎月提供したサービス利用

回数等を記録の上、緊急通報システム事業報告書により、

翌月10日までに市長に報告するものとする。 

（その他） （その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に当たり

必要な事項は、別に定める。 

第14条 この要綱に定めるもののほか、システムの実施に当

たり必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和８年９月１日から施行する。 

（新宮市熊野川町区域緊急通報システム事業実施要綱の廃止） 

２ 新宮市熊野川町区域緊急通報システム事業実施要綱(平成17年新宮市告示第44号)は廃 

止する。 

 （経過措置） 

３ この告示による改正後の新宮市緊急通報システム事業実施要綱の規定は、この告示の 

施行の日以後に受理した申請について適用し、同日前に受理した申請については、なお 

従前の例による。 

４ この告示の施行の際、現に新宮市熊野川町区域緊急通報システム事業実施要綱第５条 
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の規定により装置を貸与された者は、改正後の新宮市緊急通報システム事業実施要綱第 

８条の規定により貸与を受けたものとみなす。 


